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＜参考＞ 

１．国際勧告等との関連 
 本標準は、１９９４年９月のＩＴＵ－Ｔ  ＳＧ１１会合において承認されたＩＴＵ－Ｔ勧告草案Ｑ．２７

６１に準拠している。 

 

２．上記国際勧告等に対する追加項目等 
2.1 オプション選択項目  

 なし 

 

2.2 ナショナルマター項目 
 なし 

 

2.3 その他 
(1) 本標準は、上記ＩＴＵ－Ｔ勧告に対し、先行している項目はない。 

(2) 本標準は、上記ＩＴＵ－Ｔ勧告に対し、以下の項目についての記述を削除している。 

 (a) オーバラップアドレス信号手順 

 (b) 国際特有に関する記述 

 (c) 図１－１／ＪＴ－Ｑ２７６１における付加サービスのＡＳＥ 

 (d) 表５－１／ＪＴ－Ｑ２７６１の中のいくつかの機能／サービス 

 (e) 他の標準／勧告との関係、および参照文献に関するいくつかの記述 

 上記項目を削除した理由は、 

(a)は、本手順を国内では使用しないため。 

(b)は、国内標準では不要であるため。 

(c)は、現時点で付加サービスの仕様が勧告化されていないため。 

(d)は、国内では使用しないため。 

(e)は、参照すべき仕様で標準化されていないものがあるため。 

 なお、上記ＩＴＵ－Ｔ勧告で規定しているが、本標準では規定しない事項で、本標準の理解を助け

るため記載しているものは＃で表示する。 

(3) 本標準は、上記ＩＴＵ－Ｔ勧告に対し、以下の項目について記述の追加をしている。（本文中では＊

で表示する。） 

 (a)節 1.1 および２章の注を本標準に合うように追加している。 

(4) 本標準は、５章の簡易分割手順、及び６章「ＭＴＰが提供するサービス」については、Ｂ－ＩＳＵＰ

で用いるＭＴＰがＩＴＵ－Ｔにおいて検討中であるため、削除、追加はおこなっていない。 

 

2.4 原勧告との章立て構成比較表 
 上記国際勧告等との章立て構成の相違はない。 

 

３．改版の履歴 
 

版 数 制  定  日 改 版 内 容 

第１版 １９９５年 ４月２７日 制 定 

 

４．工業所有権   
 本標準に関わる「工業所有権等の実施の権利に係る確認書」の提出状況は、ＴＴＣホームページでご覧に

なれます。 
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要約

　本標準は広帯域ＩＳＤＮユーザ部を記述する標準／勧告の集合の一つである。本標準は能力セット１（Ｃ

Ｓ１）のＢ－ＩＳＤＮアプリケーションのための基本ベアラサービス及び付加サービスを提供するために

要求される信号能力及び機能の概要を規定する。

Ｂ－ＩＳＤＮユーザ部のスコープは国際Ｂ－ＩＳＤＮ網をカバーする。しかし、Ｂ－ＩＳＤＮユーザ部

は国内アプリケーションに適している。国際用に規定された信号手順、情報要素及びメッセージ種別のほ

とんどは標準的な国内アプリケーションでも必要なものである。

本標準／勧告集合の中の他の標準／勧告は以下のとおりである：

・ITU-T 勧告 Q.2762 B-ISDN, B-ISDN User Part - General Functions of Messages and Signals

・ITU-T 勧告 Q.2763 B-ISDN, B-ISDN User Part - Formats and Codes

・ITU-T 勧告 Q.2764 B-ISDN, B-ISDN User Part - Basic Call Procedures

・ITU-T 勧告 Q.2730 B-ISDN, B-ISDN User Part - Supplementary Services

・ITU-T 勧告 Q.2660 B-ISDN User Part to N-ISDN User Part Interworking

・ITU-T 勧告 Q.2650 B-ISDN User Part to DSS 2 Interworking Procedures

・TTC 標準 JT-Q2610 広帯域ＩＳＤＮ（Ｂ－ＩＳＤＮ）ＤＳＳ２およびＢ－ＩＳＵＰにおける理由表示の使

用法及び生成源

＃

＃

＃
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１．スコープ

　本標準は能力セット１のＢ－ＩＳＤＮアプリケーションのための基本ベアラサービス及び付加サービス

を提供するために要求される信号能力及び機能の概要を規定する。Ｂ－ＩＳＤＮユーザ部プロトコルは、

Ｂ－ＩＳＤＮ信号プロトコルの将来の能力セットのための基礎を形成する。

　Ｂ－ＩＳＤＮユーザ部は、国際Ｂ－ＩＳＤＮ網へ適用可能である。

中継交換機において、Ｂ－ＩＳＤＮユーザ部は、ＴＴＣのＩＳＵＰ標準中に記述されているＮ－ＩＳＵＰ

サービスをサポートする。

　さらに、Ｂ－ＩＳＤＮユーザ部は国内アプリケーションに適している。国際用に規定された信号手順、

情報要素及びメッセージ種別のほとんどは標準的な国内アプリケーションでも必要なものである。更に、

国内の政府管理機関や公認された私設運用機関が、国際的に標準化されたプロトコル構造の範囲内で網専

用信号メッセージや情報要素を導入することができるように、コーディングスペースがとってある。

　アーキテクチャ的には、Ｂ－ＩＳＤＮユーザ部は、プロトコル機能の特定のタイプをそれぞれ表してい

る機能ブロックの集合と見ることができる。このアーキテクチャ的な分離は図１－１／ＪＴ－Ｑ２７６１

に見ることができる。Ｂ－ＩＳＤＮユーザ部はメッセージ転送部（ＭＴＰ）レベル３で提供されるサービ

スを利用する。

1.1　他の標準／勧告との関係

　能力セット１のＡＴＭベアラサービスをサポートするＢ－ＩＳＤＮユーザ部は、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ２

７６１

及びＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．２７６２～Ｑ．２７６４

に記述されている。

Ｂ－ＩＳＤＮユーザ部の信号及びメッセージの一般的な記述は、ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．２７６２で与えられ

ている。メッセージのフォーマット及びメッセージフィールドのコーディングはＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．２７

６３に定義されており、信号手順は、ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．２７６４に記述されている。付加サービスを提

供するために、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ７３０、Ｑ７３１、Ｑ７３３、Ｑ７３５及びＱ７３７からの差分をＩ

ＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．２７３０で与える。Ｎ－ＩＳＤＮユーザ部とＢ－ＩＳＤＮユーザ部の間のインタワーク

の要求条件はＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．２６６０で与えられる。

　番号の要求条件はＩＴＵ－Ｔ勧告Ｅ．１６４に記述されている。Ｂ－ＩＳＤＮはＩＳＤＮのために定義

された国際番号計画に従い、Ｂ－ＩＳＤＮ端末の間、またはＢ－ＩＳＤＮ端末と公衆交換電話網またはＩ

ＳＤＮ網に接続された端末の間に交換サービスを提供すると仮定されている。

　Ｂ－ＩＳＤＮユーザ部の提供のための交換機の能力への要求条件は、ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．２５００シリー

ズに記述されている。

　Ｂ－ＩＳＤＮユーザ部とＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ２９３１の間のインタワークのための要求条件または機能

は、ＩＴＵ－Ｔ勧告Ｑ．２６５０に含められている。

　理由表示パラメータの使用法は、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ８５０及びＱ２６１０に記述されている。

　注）ＩＴＵ－Ｔ勧告については今後ＴＴＣで標準化される予定である。

＃

＃

＃

＃

＃

＃

＃

＃

＃

＃

＃

＃

＊

＃

＃

＃

＃
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ＣＣ　ＡＳＥ －呼制御アプリケーションサービス要素

ＢＣＣ　ＡＳＥ －ベアラコネクション制御アプリケーションサービス要素

ＭＣ　ＡＳＥ －保守制御アプリケーションサービス要素

ＵＩ　ＡＳＥ －認識不能情報アプリケーションサービス要素

ＳＡＣＦ －単一アソシエーション制御機能

図１－１／ＪＴ－Ｑ２７６１

（ＩＴＵ－Ｔ　Ｑ．２７６１）

能力セット１の機能アーキテクチャの概要

＃

＃

＃

＃

ＭＴＰ－Ｌ３

アプリケーションプロセス

ＣＣ　ＡＳＥ

ＢＣＣ　ＡＳＥ

ＭＣ　ＡＳＥ

ＵＩ　ＡＳＥ

ＣＬＩＰ／ＣＬＩＲ　ＡＳＥ

ＣＯＬＰ／ＣＯＬＲ　ＡＳＥ

ＳＵＢ　ＡＳＥ

ＵＵＳ　ＡＳＥ

Ｓ
　
　
　
Ａ
　
　
　
Ｃ
　
　
　
Ｆ

ＣＳ１のＢ－ＩＳＤＮユーザ部
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２．参照文献

　以下のＴＴＣ標準／ＩＴＵ－Ｔ勧告および他の参考文献中の規定は、本章での参照を通じて本標準の規

定となる。発行時は下記の版が有効であった。本章での規定は全ての標準／勧告および他の参照文献の改

定に従う。全ての本標準の利用者は、下記の標準／勧告および他の参照文献の最新の修正版を用いる可能

性を探るよう求められる。有効なＴＴＣ標準／ＩＴＵ－Ｔ勧告のリストは定期的に発行される。

(1) TTC 標準 JT-I413 広帯域 ISDN ユーザ・網インタフェース規定点及びインタフェース構造

(2) TTC 標準 JT-Q2931 広帯域 ISDN(B-ISDN) ユーザ・網インタフェース　レイヤ３仕様基本呼／コネ

クション制御

(3) ITU-T 勧告 Q.2762 B-ISDN, B-ISDN User Part - General Functions of Messages and Signals

(4) ITU-T 勧告 Q.2763 B-ISDN, B-ISDN Formats and Codes

(5) ITU-T 勧告 Q.2764 B-ISDN, B-ISDN User Part - Basic Call Procedures

(6) ITU-T 勧告 Q.2730 B-ISDN, B-ISDN User Part - Supplementary Services

(7) ITU-T 勧告 Q.2660 B-ISDN User Part to N-ISDN User Part Interworking

(8) ITU-T 勧告 Q.2650 B-ISDN User Part to DSS2 Interworking

(9) TTC 標準 JT-Q2610 広帯域 ISDN DSS2 及び B-ISUP に於ける理由表示の使用方法及び生成源

(10) TTC 標準 JT-Q761 No.7 信号方式 ISDN ユーザ部の機能

(11) TTC 標準 JT-Q762 信号と信号情報の機能概要

(12) TTC 標準 JT-Q763 フォーマットおよびコード

(13) TTC 標準 JT-Q764 信号手順

(14) TTC 標準 JT-Q701 信号システムの機能概要

(15) TTC 標準 JT-Q702 信号データリンク部

(16) TTC 標準 JT-Q703 信号リンク機能部

(17) TTC 標準 JT-Q704 信号網機能部

(18) TTC 標準 JT-Q2100 広帯域 ISDN シグナリング用 ATM アダプテーションレイヤ概要記述

(19) TTC 標準 JT-Q2110 広帯域 ISDN AAL サービス依存コネクション型プロトコル(SSCOP)

(20) TTC 標準 JT-Q2140 広帯域 ISDN NNI シグナリング用 AAL サービス依存コーディネーション機能

(SSCF-NNI)

(21) ITU-T 勧告 Q.1400 Architecture Framework for the Development of Signalling and OAM Protocols Using

OSI Concept

(22) TTC 標準 JT-I150 広帯域 ISDN の ATM 機能特性

(23) TTC 標準 JT-I361 広帯域 ISDN の ATM レイヤ

(24) TTC 標準 JT-I362 広帯域 ISDN ATM アダプテーションレイヤ(AAL)機能記述

(25) TTC 標準 JT-I363 広帯域 ISDN ATM アダプテーションレイヤ(AAL)仕様

(26) TTC 標準 JT-I37 広帯域 ISDN におけるトラヒック制御と輻輳制御

(27) TTC 標準 JT-I610 広帯域 ISDN の運用保守原則と機能

(28) ITU-T 勧告 E.164 Numbering Plan for the ISDN Era

(29) ITU-T 勧告 Q.2010 Signalling Overview, Signalling Capability Set-1 (SCS1)

注）ＩＴＵ－Ｔ勧告については今後ＴＴＣで標準化される予定である。 ＊

＃

＃

＃

＃

＃

＃

＃

＃

＃

＃
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３．略語

　本標準では以下の略号を使用している。

３ＰＴＹ 三者通話

ＡＴＭ 非同期転送モード

ＡＳＥ アプリケーションサービス要素

ＢＣ ベアラ制御

ＢＣＯＢ－Ａ 広帯域コネクション型ベアラ－サブカテゴリーＡ

ＢＣＯＢ－Ｘ 広帯域コネクション型ベアラ－サブカテゴリーＸ

Ｂ－ＩＳＤＮ 広帯域統合サービスデジタル網

Ｂ－ＩＳＵＰ 広帯域ＩＳＤＮユーザ部

ＣＣ 呼制御

ＣＤ 呼毎着信転送

ＣＦ 着信転送

ＣＯＮＦ 会議電話

ＣＯＬＰ／ＣＯＬＲ 接続先番号通知/接続先番号通知制限

ＣＵＧ 閉域接続

ＣＷ コールウェイティング

ＤＤＩ ダイレクト　ダイヤル　イン

ＨＯＬＤ 保留

ＯＰＣ 発信号局コード

ＤＰＣ 着信号局コード

ＩＴＵ－Ｔ 国際電気通信連合－電気通信標準化セクター

ＭＣ 保守制御

ＭＬＰＰ 優先割り込み

ＭＳＮ 複数加入者番号

ＭＴＰ メッセージ転送部

ＳＡＣＦ 単一アソシエーション制御機能

ＳＩＯ サービス情報オクテット

ＳＬＳ 信号リンク選択番号

ＳＵＢ サブアドレス

ＴＣ トランザクション機能

ＵＩ 認識不能情報

ＵＵＳ ユーザ・ユーザ情報転送

４．Ｂ－ＩＳＤＮユーザ部信号手順概説

4.1　アドレス信号

　一般的にここで記述されている呼設定手順は、Ｂ－ＩＳＤＮ端末間の呼において広帯域コネクション型

サブカテゴリーＡと広帯域コネクション型サブカテゴリーＸによる一括手順を用いたものを標準としてい

る。

オーバラップアドレス信号手順も規定されている。

＃

＃

＃

＃

＃

＃

＃

＃

＃
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4.2　基本手順

　基本呼手順は呼設定、データ/通話フェーズ、呼解放の３つのフェーズに分けられる。信号リンク上のメッ

セージは呼の異なるフェーズを確立および終了するために使われる。標準インバンド監視トーンおよび／

または録音されたアナウンスは、特定のコネクションタイプの呼に対して、呼の経過に関する情報を提供

するため発呼者に返送される。Ｂ－ＩＳＤＮ端末からの発呼者は、網内の信号によりサポートされるアク

セス手順により、さらに詳しい呼経過情報を得られるであろう。

4.3　Ｂ－ＩＳＤＮユーザ部インタワーク

　２つのＢ－ＩＳＵＰ間の呼制御に関するインタワークにおいては、アプリケーションプロセスがインタ

ワーク論理を提供する。付加サービスに関するインタワークもアプリケーションプロセスにより行われる。

　２つの交換機が同一の手順に関して異なった実装をしている場合、同位インタワークが起動される。

　インタワークはどちらかの交換機から受信されるプロトコル情報の解釈により実現される。

　将来の整合性については、７章に概説する将来のプロトコルの拡張のガイドラインおよび整合性手順に

より保証する。

５．Ｂ－ＩＳＵＰで提供できる能力

Ｂ－ＩＳＵＰで提供できる信号能力を表５－１／ＪＴ－Ｑ２７６１に示す。

表５－１／ＪＴ－Ｑ２７６１（ＩＴＵ－Ｔ　Ｑ．２７６１）

機能／サービス 発／着ノード 中継ノード

基本呼

音声／３．１ｋＨｚオーディオ ／ ／

ＢＣＯＢ－Ａ ／ ／

ＢＣＯＢ－Ｘ ／ ／

フォールバックを伴うＮ－ＩＳＤＮベアラとテレサ－ビス ／ ／

Ｎ－ＩＳＤＮ６４ｋｂｐｓ非制限 ／ ／

Ｎ－ＩＳＤＮマルチレ－トコネクションタイプ（注１） ／ ／

整合性手順 ／ ／

簡易分割 （注２） （注２）

ユーザ部有効性制御 ／ ／

伝搬遅延決定手順 ／ ／

トーンとアナウンス ／ ／

ＭＴＰ休止／再開 ／ ／

フォールバックを許容するコネクションタイプのための信

号手順

－ ／

コンフュージョン手順 － ／

アクセス配送情報 ／ ／

ユーザテレサービス情報転送 － ／

付加サービス

ＤＤＩ ／ ／

＃

＃

＃

＃
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ＭＳＮ ／ ／

ＣＬＩＰ／ＣＬＩＲ ／ ／

ＣＯＬＰ／ＣＯＬＲ ／ ／

ＳＵＢ ／ ／

通信中機器移動（ＴＰ） － ／

ＣＵＧ － ／

ＵＵＳサービス１（暗黙的） ／ ／

ＣＦ － ／

ＣＤ － ／

ＣＷ － ／

ＨＯＬＤ － ／

ＣＯＮＦ － ／

３ＰＴＹ － ／

ＭＬＰＰ － ／

ＵＵＳサービス１（明示的） － ／

ＵＵＳサービス２ － ／

ＵＵＳサービス３ － ／

注１　現行Ｎ－ＩＳＤＮマルチレートコネクションタイプは、

２×６４、３８４、１５３６、１９２０ｋｂｉｔ／ｓである。

注２　簡易分割手順は国内オプションとしてのみＢ－ＩＳＵＰに含まれるので、ＭＴＰの２７２オクテッ

ト転送制限を受ける。

（凡例）／はＩＴＵ－Ｔ提供を示す。

－はＩＴＵ－Ｔ未提供を示す。

＃

＃

＃

＃

＃

＃

＃

＃

＃

＃

＃

＃
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６．ＭＴＰが提供するサ－ビス

6.1　概要

　この節は、Ｂ－ＩＳＵＰにＭＴＰから提供される機能的なインタフェースを記述している。ＯＳＩモデ

ルによって規定される記述に従い、プリミティブで運ばれるパラメータの形式で情報がＭＴＰから／へ転

送される。

プリミィブの一般構文を以下に示す。

Ｘ ジェネリック名 特定名称 パラメータ

（凡例）・Ｘは、提供サービスの機能を示す。（この場合はＭＴＰ）

・ジェネリック名は、Ｘの動作を示す。

・特定名称は、プリミティブの目的を示す。例、サービス要求、サービス関連情報が受信された

表示、サービス要求の応答、又は要求されたサービスが実行された確認かどうかを通知する。

・パラメータは、プリミティブによって転送される支援情報要素を示す。

6.2　プリミティブ記述

　以下の節は、Ｂ－ＩＳＵＰとＭＴＰ間で使用されるプリミティブを示している。プリミティブと各プリ

ミティブによって運ばれるパラメータを表６－１／ＪＴ－Ｑ２７６１に示す。

6.2.1　転　送

「ＭＴＰ－転送」プリミティブは、Ｂ－ＩＳＵＰでＭＴＰの信号メッセージ処理機能にアクセスするため

に使用されるか、または、ＭＴＰでＢ－ＩＳＵＰに信号メッセ－ジ情報を配送するために使用される。

6.2.2　休　止

「ＭＴＰ－休止」プリミティブは、そのパラメータとして特定された着側にメッセージを転送できないこ

とを示すためにＭＴＰから送られる。

6.2.3　再　開

「ＭＴＰ－再開」プリミティブは、そのパラメータとして特定された着側にメッセージ転送の規制を再開

できることを示すためにＭＴＰから送られる。

6.2.4　状　態

「ＭＴＰ－状態」プリミティブは、特定着側への信号路が輻輳していること、及び着側のＢ－ＩＳＤＮユー

ザ部が使用できないことを示すためにＭＴＰから送られる。

　使用できない理由には、未実装、アクセス不可または不定である。影響を受けた着側や輻輳表示はプリ

ミティブのパラメータ（表６－１／ＪＴ－Ｑ２７６１参照）で運ばれる。
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表６－１／ＪＴ－Ｑ２７６１（ＩＴＵ－Ｔ  Ｑ．２７６１）

ＭＴＰサービスプリミティブ

プリミティブ

ジェネリック名 特定名称

要　求 指　示 応　答 確　認 パラメータ

ＭＴＰ＿転　送 ○ ○ ＯＰＣ、ＤＰＣ、ＳＬＳ、ＳＩ

Ｏ信号情報

ＭＴＰ＿休　止 ○ 影響を受けたＤＰＣ

ＭＴＰ＿再　開 ○ 影響を受けたＤＰＣ

ＭＴＰ＿状　態 ○ 影響を受けたＤＰＣ、理由表示

（注）

（凡例）

ＯＰＣ：発信号局コード

ＤＰＣ：着信号局コード

ＳＬＳ：信号リンク選択コード

ＳＩＯ：サービス情報オクテット

（注）理由表示パラメータは４つの値に分類できる

　（１）信号網輻輳レベル。ここでのレベルは、輻輳優先順位を持つ国内オプション、及び輻輳優先順位

を持たない複数信号状態（ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ７０４参照）が実行された場合にのみ含まれる。

　（２）ユーザ部使用不可－遠隔ユーザが未実装

　（３）ユーザ部使用不可－遠隔ユーザにアクセス不可

　（４）ユーザ部使用不可－不定
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７．将来の拡張

　追加プロトコル能力に対する要求を満たすため、既存のプロトコル要素に追加を行ったり、または上記

要素を変更したりして新しいプロトコルバージョンを作成することが必要である。十分なサービスの継続

性を確保するためには、新しいプロトコルバージョンを網の一部に挿入する場合に、その網の他の部分に

影響を及ぼさないようにしなくてはならない。新しいバージョン（リリース）を規定する際、次のガイド

ラインに従えばＢ－ＩＳＤＮユーザ部プロトコルバージョン相互の整合性は、最適化されるであろう。

(1) 既存のプロトコル要素、即ち手順、メッセージ、信号情報、およびコードは、プロトコルエラーを正す

場合、または当該プロトコルが支援しているサービスの運用を変更することが必要になった場合を除い

て、変更すべきではない。

(2) メッセージ、パラメータ、またはパラメータ内のフィールドの意味は変更すべきではない。

(3) メッセージおよびパラメータのフォーマット、符号化のために設定されているルールは、変更すべきで

はない。

(4) 全て０のコ－ド値は、信号情報フィールドの未使用（予備）または非有効値を示すのにもっぱら使用す

べきである。これによって、あるプロトコルバージョンで、予備値として送られたオールゼロコードを

他のバージョンで有効値として解釈するケースを避けることができる。

(5) ７．１節に記述される整合性の手法は、ＴＴＣ標準のＢ－ＩＳＤＮユーザ部のこのバージョンおよび将

来のバージョンに適用する。

　さらに、Ｂ－ＩＳＤＮ信号プロトコルの能力セット１と将来の能力セットの整合性は、図７－１／ＪＴ

－Ｑ２７６１に表されているプロトコルモデルに従うことで実現できる。
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ＣＣ　ＡＳＥ　：呼制御アプリケーションサービス要素

ＢＣＣ　ＡＳＥ：ベアラコネクション制御アプリケーションサービス要素

ＭＣ　ＡＳＥ　：保守制御アプリケーションサービス要素

ＵＩ　ＡＳＥ　：認識不能情報アプリケーションサービス要素

　注：エンド・エンド通信に関連する呼制御情報は、トランザクション機能（ＴＣ）を使うか、ベアラ制

御プロトコルに埋め込まれて転送される。単一アソシエーション制御機能（ＳＡＣＦ）はこの動作を制御

する。

　能力セット１の図（図１－１／ＪＴ－Ｑ２７６１）に対して、将来の能力セットのための付加的な呼制

御機能を提供するため、２つの機能ブロック（アプリケーションサービス要素（ＡＳＥ））を追加されて

いる。その他の機能ブロックはその他のサービスを満足するために今後追加され得る。この方法を採用し

て、新しいサービスが必要になった場合に新しいＡＳＥを規定すべきである。

このＡＳＥは次の２つのうちどちらかの方法で提供され得る。

・新しく必要な機能に合わせて既存のＡＳＥを拡張する。

・新しく必要な機能のみを含んだ新しいＡＳＥを追加する。

図７－１／ＪＴ－Ｑ２７６１(ITU-T Q.2761)　将来の能力セットの方向性

アプリケーションプロセス

ＳＣＣＰ

ＭＴＰ－Ｌ３

呼制御（注）

ＴＣ－ＡＳＥ

Ｓ
　
　
　
Ａ
　
　
　
Ｃ
　
　
　
Ｆ

ＣＣ　ＡＳＥ

ＭＣ　ＡＳＥ

ＢＣＣ　ＡＳＥ

ＵＩ　ＡＳＥ

ＣＬＩＰ／ＣＬＩＲ　ＡＳＥ

ＣＯＬＰ／ＣＯＬＲ　ＡＳＥ

ＳＵＢ　ＡＳＥ

ＵＵＳ　ＡＳＥ

ＣＳ１のＢ－ＩＳＤＮユーザ部
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7.1　バージョンの整合性

　Ｂ－ＩＳＤＮユーザ部のこのバージョンおよび将来のバージョン間の整合性は、どの２つのバージョン

も互いに直接相互接続でき、そして次の要求条件が満たされる意味で保証される。

(1) プロトコルの整合性

どの２つのＢ－ＩＳＤＮユーザ部間のコネクションも、「プロトコル要求条件を満足しない」と

いう理由により失敗しない。

(2) サービスと機能の整合性

サービスと機能の整合性は、典型的には発信と着信交換機の間での整合性と考えられる。発着交

換機で有効であるが、中継交換機では考慮しなくても良いサービスおよび機能は、発着交換機が、

中継交換機の透過性のみを要求すれば提供される。その他の場合は、制御された呼の拒否または

サービスの拒否が要求される。

(3) リソース制御と管理の整合性

リンクバイリンクのみで発生するこれらの機能は、もし正しい処理ができないならば、少なくと

も逆方向への通知が必要とされる。

　整合性の手法は、本標準以降から全てのＢ－ＩＳＤＮユーザ部で共通とされる。その手法は、全ての信

号情報に関連する将来に向けての整合性情報に基づいている。

　この整合性の手法は、典型的な例として、機能向上の間のＢ－ＩＳＤＮユーザ部の異なったバ－ジョン

の組み合わせの場合、異なった機能レベルの２つの網の接続、同じＢ－ＩＳＤＮユーザ部の異なったサブ

セットを使用している網などの場合に網運用を容易にする。

7.2　Ｂ－ＩＳＤＮサービスの異なるリリースをサポートするＢ－ＩＳＤＮユーザ部の整合性のためのコー

ディングのガイドライン

7.2.1　メッセージ

　全てのＢ－ＩＳＵＰメッセージは整合性動作指示を含む。この情報は、メッセージの整合性情報の「動

作指示表示」に含まれる。

7.2.2　パラメータ

　１つのＢ－ＩＳＵＰパラメータの中では、（異なる機能的働きを必要とする）異なるアプリケーション

のアソシエーションの情報の組み合わせは認められない。これによって、関連しているノード間の動作は、

整合性機構を用いて定義できる。

　全てのＢ－ＩＳＵＰパラメータは、整合性動作指示を含む。この情報はそれぞれのパラメータの中のパ

ラメータ整合性情報の「動作指示表示」によって伝達される。
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付録１　（標準ＪＴ－Ｑ２７６１に関する）

動作指示表示の使用に関するガイドライン

１．まえがき

　動作指示表示は認識不能情報を受信している交換機に対して、この認識不能情報に対してその交換

機がどの様な動作をとるべきかを指示するために用いられる。認識不能情報とは、メッセージやメッ

セージ内の一つまたはそれより多いパラメータ、またはパラメータそれ自身を認識不能とするパラ

メータ内の認識不能値である。動作指示表示はそのメッセージまたはパラメータが認識不能と検出さ

れた時のみ検査される。

２．実行される優先順位

　動作指示表示が処理される際には、特定されうる動作のタイプによってある一定の手順が実施され

る。以下のリストは処理の優先順位の高い順番から示している。

－　中継交換機転送表示

－　広帯域／狭帯域相互接続表示

－　通知識別子に基づいた、通知有りまたは無しのメッセージ廃棄

－　通知識別子に基づいた、通知有りまたは無しのパラメータ廃棄

－　通過不可表示

　広帯域／狭帯域相互接続表示が存在するならば、従来の呼解放、メッセージ廃棄やパラメータ廃棄

表示の代わりに本表示を検査する。

３．通　知

　通知識別子はその他の識別子の処理順序に厳格にはしばられない。通知は情報が廃棄された時のみ

要求される事が推奨される。これは、ある特定の認識不能情報に対してコールパス沿いに生成される

コンフュージョンメッセージの量を最小にする。（もし個々の交換機が生成したコンフュージョンメッ

セージもまた、情報として通過させるのならば、この限りではない。）

　その通知（コンフュージョンメッセージ）はその認識不能情報がメッセージなのかパラメータなの

かを表示する理由表示値を持つ理由表示パラメータを含み、その診断フィールドはそのメッセージま

たはパラメータネームコードを含む。

４．使用方法

4.1　認識不能メッセージ廃棄動作

メッセージ整合性情報は，

例えばＮＲＭメッセージのように

プロトコルの基本状態に影響を与えないメッセージに対して「メッセージ廃棄」を示しうる。さもなけれ

ば二つのプロトコルマシンの状態に不整合が生じる。これは通常結果的にタイムアウトによる呼の解放と

なる。

　もしある交換機が「メッセージ廃棄」を示すパラメータ整合性情報を生成するならこのケースにあては

まる。この場合、例えば応答のようなメッセージは認識不可として扱われる可能性があるので、特定の処

置がとられなければならない。

＃
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4.2　必須サービス

　もしあるサービスがある呼に対して必須であり、そのサービスに関連する情報が認識不可であれば、そ

の呼は解放されるべきである。このタイプの例としてはユーザ・ユーザ必須サービスがある。

4.3　非必須サービス

　もしそのサービスがある呼に対して必須ではなく、そのサービスに関連する情報が 認識不可であれば、

その情報は廃棄されるべきである。そのサービスが提供されない時に、明らかな表示が生成される必要が

あれば、通知は要求されるべきである。この通知は、結果としてコンフュージョンメッセージの中に含ま

れる理由表示パラメータの診断フィールドの内容を認識する交換機で生成される明示的なサービス拒否／

通知となる。（これは認識不能と通知された情報を生成できる交換機である。）このタイプのサービス例

としては、ユーザ･ユーザ非必須サービスがある。

4.4　広帯域／狭帯域相互接続

　例えば多くの付加サービスのように、サービスは広帯域と狭帯域のネットワークの両方で運用できるよ

うに開発される。これらのサービスは広帯域／狭帯域相互接続表示を「通過」に設定される。

　しかしながら、例えば広帯域伝達能力のように、よりネットワークの本質に関係しうる情報は、広帯域

から狭帯域ネットワークへ通過させるべきではない。従って、もしベアラサービスが狭帯域でサポートさ

れ得ないものであれば、広帯域／狭帯域相互接続表示は「呼解放」に設定にされるべきである。他の場合

においては狭帯域を経由する広帯域サービスの能力がサービスをサポートしているかどうかによって、「廃

棄」または「通過」に設定してもよい。

4.5　通　過

　通過は認識不能情報がエンドノードとして動作している交換機を通して通過することを認めている。

　通過が要求され、その情報を通過させることができない時に、通過不能表示は検査されなければならな

い。ＩＳＵＰ（Ｂ－ＩＳＵＰやＮ－ＩＳＵＰ）に対して、相手側の交換機のプロトコルが異なる構文（メッ

セージとパラメータ構造）の時は、通過は不可能である。また、その交換機内で実行される制御動作がそ

の認識不能情報の通過を禁止する時は、通過が不可能である。例えば呼解放やその情報の廃棄のようにも

う一つの動作が実行されなければならない。
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